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証券コード 9820
2024年６月７日

（電子提供措置の開始日 2024年６月３日）
株 主 各 位

東京都港区虎ノ門五丁目13番１号
エムティジェネックス株式会社

代表取締役社長 鈴 木 均
第74回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに

電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.mt-genex.co.jp

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類
/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。
なお、当日のご出席に代えて、書面又はインターネット等により議決権を行使することができますので、お手

数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、２ページに記載のご案内に従って議決権
を行使していただきますようお願い申し上げます。

敬 具記
１．日 時 2024年６月25日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区新橋一丁目18番１号

航空会館 ５階会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第74期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告及び連結

計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第74期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

４. その他招集にあたっての決定事項
議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成意思表示をされたものとして取り
扱わせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
・当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。なお、総
会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願い申し上げます。

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。



議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使
してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）で
議決権を行使する方法

インターネットで
議決権を行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、同封
の議決権行使書用紙を会場受付へご提出
ください。

2024年６月25日（火曜日） 2024年６月24日（月曜日） 2024年６月24日（月曜日）
午前10時 午後６時到着分まで 午後６時入力完了分まで

同封の議決権行使書用紙に各議案の賛否
をご表示のうえ、ご返送ください。議決
権行使書面において、議案に賛否の表示
がない場合は、賛成の意思表示をされた
ものとして取り扱わせていただきます。

次ページの案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第２、３号議案

第１号議案

 賛成の場合

 全員賛成の場合

 反対する場合

 全員反対する場合

 �一部の候補者を 
反対する場合

＞＞

＞＞

＞＞

＞＞

＞＞

「賛」の欄に〇印

「賛」の欄に〇印

「否」の欄に〇印

「否」の欄に〇印
「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を 
ご記入ください。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取扱いた
します。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いたします。
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インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決
権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

インターネットによる
議決権行使のご案内

「次へすすむ」をクリック

1. ‌�議決権行使ウェブサイトにアクセスする

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「パスワード」
を入力し、「ログイン」をクリック

3. ‌�パスワードの入力

入 力

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決権
行使コード」を入力し、「次へ」をクリック

2. ログインする

クリック

入 力

受付時間
年末年始を除く9：00～21：00

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

ふ0120-768-524

議決権行使サイトに関するお問い合わせ

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイト
へアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パス
ワード」を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※ QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

※ 「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

2024年6月24日（月曜日）
午後6時まで

議決権
行使期限

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/議決権行使
ウェブサイト

1. ‌�議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。

2. ‌�以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使書 お願い

見本
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株主総会参考書類

― 4 ―

株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社の利益配分に関する基本方針は、業績に応じた株主への利益還元を行うこと
を経営の重要施策のひとつとして位置づけ、安定的な収益基盤を確立し、継続的な
利益配分を行うこととしております。また、内部留保資金につきましては、事業拡
大による企業価値の向上と株主利益の確保に向けた成長資金として有効に活用して
まいります。
当期の期末配当金につきましては、当期の業績等を勘案し、次のとおりといたし

たいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき40円 総額43,057,160円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2024年６月26日



株主総会参考書類
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除きます。）全員（５名）は、本総会終結の

時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除きま
す。）５名の選任をお願いしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社株式の数

１

すずき ひとし
鈴 木 均

（1950年６月９日生）
性別：男性
【再任】

1975年４月 森ビル株式会社入社
1998年６月 森ビル開発株式会社（現：森トラスト株式会社）管理部港ブロッ

ク長兼開発部住宅担当課長
1999年10月 同社管理部長
2002年４月 ＭＴファシリティサービス株式会社（現：森トラスト・ビルマネ

ジメント株式会社）取締役管理部長
2006年８月 当社専務執行役員

ＭＴファシリティサービス株式会社（現：森トラスト・ビルマネ
ジメント株式会社）取締役

2007年６月 当社代表取締役社長（現任）
2016年１月 森トラスト保険サービス株式会社代表取締役社長（現任）
2018年６月 東洋ハウジング管理株式会社（現：森トラスト・レジデンシャル

サービス株式会社）代表取締役社長
2020年10月 株式会社チヨダＭＥサービス取締役（現任）
2024年１月 エムティアイテック株式会社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
森トラスト保険サービス株式会社代表取締役社長
株式会社チヨダＭＥサービス取締役
エムティアイテック株式会社取締役

【取締役候補者の選任理由】
鈴木均氏は、2007年6月に当社代表取締役社長に就任以来、事業構造改革に手
腕を発揮し、安定的な収益基盤の確立に貢献いたしました。当社を取り巻く厳し
い事業環境下においては、同氏の企業経営に関する豊富な経験と見識を必要とし
ていることから、引き続き取締役候補者として選任いたします。

−株



株主総会参考書類
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社株式の数

２

やべ まさひこ
矢部 雅彦

（1956年12月２日生）
性別：男性
【再任】

1980年４月 森ビル株式会社入社
1986年８月 森ビル観光株式会社（合併により現：森トラスト株式会社）入社
1996年10月 同社ホテルラフォーレ修善寺支配人
2007年６月 ＭＴゴルフ開発株式会社取締役
2007年７月 森トラスト株式会社執行役員ホテル＆リゾート事業本部営業部長
2009年６月 森観光トラスト株式会社（現：森トラスト・ホテルズ＆リゾーツ

株式会社）取締役セールス＆マーケティング部長
2013年６月 当社監査役
2018年６月 当社執行役員営業企画部長
2019年６月 当社取締役営業企画部長
2019年８月 当社取締役営業企画部長兼ビル管理事業部長
2021年６月 当社取締役営業企画部長兼ビル管理事業部長兼駐車場事業部管掌

（現任）
2024年１月 エムティアイテック株式会社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
エムティアイテック株式会社取締役

【取締役候補者の選任理由】
矢部雅彦氏は、森トラストグループ内において、豊富な業務経験と役員として企
業マネジメントを経験しております。これまで培った企業経営に関する幅広い見
識を活かし、当社の事業拡大の戦略を立案する中心的役割を期待し、引き続き取
締役候補者として選任いたします。

−株

３

しのざき のぶお
篠﨑 延夫

（1958年６月２日生）
性別：男性
【再任】

1981年４月 森ビル株式会社入社
1999年10月 森トラスト株式会社管理部
2007年10月 ＭＴファシリティサービス株式会社（現：森トラスト・ビルマネ

ジメント株式会社）管理部技術課長
2011年７月 森トラスト・ビルマネジメント株式会社総務部長
2017年６月 当社リニューアル事業部工事部長
2018年６月 当社執行役員リニューアル事業部長
2019年６月 当社取締役リニューアル事業部長（現任）
【取締役候補者の選任理由】
篠﨑延夫氏は、森トラストグループにおいて、ビルの管理、内装工事等に関する
業務を幅広く経験し、多岐にわたる専門知識を有しております。これまで培った
豊富な知見を活かし、当社リニューアル事業発展の中心的な役割を期待し、引き
続き取締役候補者として選任いたします。

−株
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社株式の数

４

あだち ともかず
安達 智一

（1967年７月１日生）
性別：男性
【再任】
【社外】
【独立】

1990年４月 戸田建設株式会社入社
2007年４月 同社東京支店建築営業部営業課長
2013年３月 同社東京支店建築営業部長
2017年６月 当社取締役（現任）
2018年３月 戸田建設株式会社大阪支店建築営業第１部長
2020年３月 同社東京支店建築営業部長
2022年３月 同社建築営業統轄部次長兼建築営業部長
2023年３月 同社建築営業統轄部副統轄部長（現任）

（重要な兼職の状況）
戸田建設株式会社建築営業統轄部副統轄部長

【社外取締役候補者の選任の理由】
安達智一氏は、大手建設会社での豊富な経験と業務知識を活かし、当社リニュー
アル事業に対して貴重なアドバイスをいただいております。また、同氏は社外取
締役として、当社経営陣から独立した客観的・中立的な立場に基づいて取締役会
に対する適切な牽制機能を果たしております。当社経営の透明性確保への役割を
期待し、引き続き社外取締役候補者として選任いたします。

−株

５

ながの こうじ
長野 幸司

（1969年11月17日生）
性別：男性
【再任】

1992年４月 ミサワリゾート株式会社（現：リソルホールディングス株式会社）
入社

2005年11月 森トラスト株式会社入社
2007年４月 当社管理部経理課長
2009年11月 森トラスト株式会社財務部
2013年６月 当社管理部経理課長
2020年10月 株式会社チヨダＭＥサービス取締役（現任）
2021年６月 当社取締役管理部長（現任）
2024年１月 エムティアイテック株式会社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社チヨダＭＥサービス取締役
エムティアイテック株式会社取締役

【取締役候補者の選任の理由】
長野幸司氏は、長期にわたり経理、財務部門の業務に従事し、当社グループの経
営管理においてリーダーシップを発揮しております。事業拡大とコンプライアン
ス強化の推進役を期待し、引き続き取締役候補者として選任いたします。

−株



株主総会参考書類

― 8 ―

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．安達智一氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は安達智一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届けて
おります。安達智一氏が選任された場合、当社は引き続き安達智一氏を独立役員とする予定です。

３．当社は、安達智一氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める
最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。同氏が再任された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

４．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる損害賠償金及び訴訟費用の損害を当該保険契約により填補することと
しております。選任された候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

５．安達智一氏には、業務執行者から独立した客観的・中立的な立場から経営の監督、助言・提言を行っ
ていただくことを期待しております。

６．安達智一氏の社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって７年となります。
７．安達智一氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
８．安達智一氏は、当社親会社等ではなく、また過去10年間に当社の親会社等であったこともありませ

ん。
９．安達智一氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員ではなく、また過去10年間に当社の特

定関係事業者の業務執行者又は役員であったこともありません。
10．安達智一氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、

また過去２年間に受けていたこともありません。
11．安達智一氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、

三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。
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第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了とな

りますので、監査等委員である取締役４名の選任をお願いしたいと存じます。本議
案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社株式の数

１

あべ かずやす
阿部 和康

(1952年11月27日生)
性別：男性
【再任】
【社外】
【独立】

1976年４月 森ビル株式会社入社
2006年６月 株式会社万平ホテル代表取締役社長
2008年６月 森トラスト・ホテルズ＆リゾーツ株式会社代表取締役社長
2011年６月 同社監査役
2015年６月 同社顧問
2016年６月 当社監査役
2020年10月 株式会社チヨダＭＥサービス監査役（現任）
2022年６月 当社取締役（監査等委員)(現任）

（重要な兼職）
株式会社チヨダＭＥサービス監査役

【監査等委員である社外取締役候補者の選任理由】
阿部和康氏は、森トラストグループ各社の役員として豊富な経験と幅広い知見
を有しており、経営全般の監視と適切な助言を期待し、引き続き監査等委員で
ある社外取締役候補者として選任いたします。

−株

２

いのうえ よしお
井上 善雄

(1957年６月29日生)
性別：男性
【再任】
【社外】
【独立】

1980年４月 株式会社日本長期信用銀行（現：株式会社ＳＢＩ新生銀行）入行
1988年４月 同行管理部調査役
1995年４月 同行証券運用業務部副参事役
2010年10月 同行金融法人営業部長
2011年４月 新生インベストメント・マネジメント株式会社社長
2014年４月 株式会社アプラス常務執行役員
2019年４月 株式会社エル・スタッフビジョン顧問
2019年６月 同社代表取締役社長（現任）
2019年６月 当社監査役
2022年６月 当社取締役（監査等委員)(現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社エル・スタッフビジョン代表取締役社長

【監査等委員である社外取締役候補者の選任理由】
井上善雄氏は、長きにわたる金融機関での豊富な経験と財務及び会計に関する
知見を活かし、当社意思決定の妥当性・適正性の確保について積極的にご意見
をいただくなど重要な役割を担っていることから、経営全般の監視と適切な助
言を期待し、引き続き監査等委員である社外取締役候補者として選任いたしま
す。

−株
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社株式の数

３

おくむら たくみ
奥村 太久実

(1962年10月30日生)
性別：男性
【再任】
【社外】
【独立】

1986年４月 株式会社日本長期信用銀行（現：株式会社ＳＢＩ新生銀行）入行
2004年３月 奥村税理士事務所設立
2008年９月 むさしの税理士法人代表社員（現任）
2022年６月 当社取締役（監査等委員)(現任）
2023年５月 株式会社ハイデイ日高取締役（監査等委員)(現任）

（重要な兼職の状況）
むさしの税理士法人代表社員
株式会社ハイデイ日高取締役（監査等委員）

【監査等委員である社外取締役候補者の選任理由】
奥村太久実氏は、米国Purdue大学経営大学院にてＭＢＡ（経営学修士）を取
得し、その後税理士として高度な専門的知識を活かした経営コンサルタントの
経験を豊富に有していることから、経営全般における監視と適切な助言を期待
し、引き続き監査等委員である社外取締役候補者として選任いたします。

−株

４

ふくだ みゆき
福田 実主

（1977年３月９日生)
性別：女性
【再任】
【社外】
【独立】

2006年10月 弁護士登録
戸田総合法律事務所入所

2011年４月 弁護士法人北浜法律事務所入所
2016年１月 ＴＭＩ総合法律事務所入所
2019年３月 三菱ＵＦＪリース株式会社（現：三菱ＨＣキャピタル株式会社）

入社
2022年６月 当社取締役（監査等委員)(現任）

（重要な兼職の状況）
三菱ＨＣキャピタル株式会社環境エネルギー統括部エグゼクティ
ブ・エキスパート兼事業研究・投資開発部部長代理

【監査等委員である社外取締役候補者の選任理由】
福田実主氏は、弁護士としての専門的見地から、当社のコンプライアンス体制
の構築・維持について客観的且つ適切な助言を期待し、引き続き監査等委員で
ある社外取締役候補者として選任いたします。

−株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．監査等委員である取締役候補者は全員社外取締役候補者です。

なお、当社は各候補者を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届けております。
３．当社は、阿部和康氏、井上善雄氏、奥村太久実氏、福田実主氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。各氏が選任された場合、当該責任限定契約を継続する予定です。

４．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負
担することになる損害賠償金及び訴訟費用の損害を当該保険契約により填補することとしております。選任され
た候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

５．各候補者の当社監査等委員である社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。
６．阿部和康氏は、当社の子会社である株式会社チヨダＭＥサービスの監査役であります。
７．各候補者は、当社親会社等ではなく、また過去10年間に当社の親会社等であったこともありません。
８．井上善雄氏、奥村太久実氏、福田実主氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員ではなく、また過去10

年間に当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員であったこともありません。
９．各候補者は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過去２年間に

受けていたこともありません。
10．各候補者は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親族

その他これに準ずるものではありません。
11．福田実主氏の戸籍上の氏名は真貝実主（しんがいみゆき）であります。
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【ご参考】各取締役候補者のスキル・マトリックス

本定時株主総会において、第２号議案、第３号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役
会の構成並びに専門性は、以下のとおりです。

氏 名 社外 監査等
委 員

主なスキル（知識・経験・能力）

企業経営
経営戦略

法務・
コンプライ
アンス

財務会計
Ｍ ＆ Ａ

営業・
マーケティ
ング

業務知識
業務経験

ＥＳＧ・
サステナビ
リティ

鈴木 均 〇 〇 〇 〇 〇 〇

矢部 雅彦 〇 〇 〇

篠﨑 延夫 〇 〇 〇

長野 幸司 〇 〇 〇

安達 智一 〇 〇 〇 〇

阿部 和康 〇 〇 〇 〇

井上 善雄 〇 〇 〇 〇 〇

奥村 太久実 〇 〇 〇 〇 〇

福田 実主 〇 〇 〇 〇

※上記一覧表は、候補者の有する全ての専門性や経験を示すものではありません。
以上
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事 業 報 告
（2023

2024
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による行動制限や
入国規制が緩和され、社会経済活動の正常化が進み、雇用・所得環境等の改善により、内需を
中心に景気は緩やかに回復しております。一方で、ウクライナ情勢の長期化、中東情勢の緊迫
化、世界的な原材料価格の高騰による物価高の影響等により、景気の先行き不透明な状況は依
然として続いております。オフィスマーケットにつきましては、社会経済活動の回復につれ
て、改めてオフィスの在り方やリアル(対面)の価値が見直され、創造性や組織へのエンゲージ
メントを醸成する場として再評価する動きも出始め、空室率の上昇は徐々に落ち着きを取り戻
しつつあります。建設業界におきましては、工事受注は底堅く推移しているものの、サプライ
チェーンの混乱等による建築資材の調達の遅れ、建築資材価格の高止まり、労働者不足に伴う
人件費の高騰等が懸念されます。
このような状況下、当社は、事業領域ならびに事業エリアの拡大と新規顧客開拓を目的とし

たＭ＆Ａを重要な経営戦略として取り組んでおり、その取り組みの一環として、電気設備工事
や電気通信工事を中心に事業を展開する有限会社アイテック（京都府京都市）の全株式を
2024年１月16日付で取得し、連結子会社化しました。
当社グループの業績につきましては、売上高3,790,959千円（前期比16.2％増）、営業利益

438,347千円（同20.1％増）、経常利益452,481千円（同18.2％増）、親会社株主に帰属する
当期純利益277,574千円（同14.9％増）となり、前年同期に対して増収増益となりました。
なお、セグメントの業績は、次のとおりであります。

〔リニューアル事業〕
オフィスの内装リニューアル工事が好調に推移した結果、売上高1,430,991千円（前期比
37.2％増）、セグメント利益314,405千円（同25.3％増）となりました。

〔駐車場運営事業〕
月極駐車場の契約台数の増加や時間貸駐車場の値上げが寄与した結果、売上高1,458,894
千円（前期比7.9％増）、セグメント利益291,653千円（同18.0％増）となりました。

〔施設等保守管理事業〕
オフィス向けの衛生消耗品や自動販売機の販売、電気設備システムの保守保全事業が堅調
に推移した結果、売上高843,615千円（前期比4.5％増）、セグメント利益32,419千円（前
期はセグメント損失5,168千円）となりました。

〔保険代理事業〕
火災保険が堅調に推移した結果、売上高57,457千円（前期比6.6％減）、セグメント利益
26,396千円（同15.7％減）となりました。
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事業別売上高

事 業
当 連 結 会 計 年 度

売上高（千円） 構成比（％） 前連結会計年度比（％）
リ ニ ュ ー ア ル 事 業 1,430,991 37.7 ＋37.2
駐 車 場 運 営 事 業 1,458,894 38.5 ＋7.9

施 設 等 保 守 管 理 事 業 843,615 22.3 ＋4.5

保 険 代 理 事 業 57,457 1.5 △6.6

合 計 3,790,959 100.00 ＋16.2

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（2）設備投資の状況
特記すべき事項はありません。

（3）資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
2024年1月16日付でエムティアイテック株式会社の株式を取得し、子会社といたしまし
た。
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（8）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第71期
（2021年３月期）

第72期
（2022年３月期）

第73期
（2023年３月期）

第74期
（2024年３月期）

売 上 高 （千円） 3,009,628 2,970,434 3,263,190 3,790,959
経 常 利 益 （千円） 324,014 342,854 382,870 452,481
親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 227,473 212,624 241,655 277,574
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 211.30 197.52 224.49 257.86
総 資 産 （千円） 4,539,758 4,588,156 4,762,291 5,001,087
純 資 産 （千円） 3,306,911 3,475,737 3,675,098 3,909,355

②当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第71期
（2021年３月期）

第72期
（2022年３月期）

第73期
（2023年３月期）

第74期
（2024年３月期）

売 上 高 （千円） 2,519,271 2,287,441 2,600,894 3,117,280
経 常 利 益 （千円） 557,817 306,715 373,943 447,603
当 期 純 利 益 （千円） 346,911 203,639 247,342 299,581
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 322.23 189.17 229.77 278.31
総 資 産 （千円） 3,673,560 3,877,175 4,127,268 4,462,409
純 資 産 （千円） 3,250,654 3,410,494 3,615,543 3,871,742

（9）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係

親会社等 属性
親会社等の
議決権所有
割合（％）

主な事業内容

株式会社森トラスト・ホールディングス 親会社 間接53.50％ 関係会社間融資を含むグループファイ
ナンス業務

森トラスト株式会社 親会社 直接53.50％ 都市開発、ホテルの経営及び投資事業
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なお当社と森トラスト株式会社の事業に係る位置づけは次のとおりであります。

リニューアル

森トラスト株式会社が所有しておりますビルや住宅等の内装工事、リニューアル工
事を請負っております。
また、森トラスト株式会社が所有しております不動産の外構工事等の請負及び設計
施工監理をしております。

駐車場運営 森トラスト株式会社が所有しております駐車場の運営管理等を受託しております。
また、森トラスト株式会社より駐車場を賃借しております。

施設等保守管理 森トラスト株式会社が所有しております不動産の運営管理等を受託しております。

②親会社等との間の取引に関する事項
イ．当該取引をするにあたり当社の利益を害さないように留意した事項

当社は、森トラスト株式会社の子会社として位置づけられており、同社が保有する
ビルのリニューアル工事、修繕工事及び設計施工監理を請負っております。また駐車
場の運営管理業務や施設の保守管理を受託するなど、業務提携関係にあります。
また、株式会社森トラスト・ホールディングスに対して、資金の貸付を行っており

ます。
これら当社と親会社との間の取引条件につきましては、一般的な市場価格や市場金

利等を勘案して決定しております。今後の取引におきましてもこの方針に変更はあり
ません。
また、親会社から業務執行者として出向者を受け入れるなど、人的関係があるもの

の、経営上の意思決定において当社独自の経営判断を妨げるものではなく、親会社か
ら一定の独立性が確保されていると認識しております。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
当社取締役会は、当該取引の取引条件が上記イ．のとおりであり、且つ親会社とは

人的・資本的関係があるものの、当社の事業運営にあたって独自の経営判断を妨げる
ものではないと判断しております。また、親会社等との重要な利益相反取引の実施の
可否等につきましては、当社経営会議、取締役会において多面的な議論を経たうえで、
最終的な意思決定を当社独自で行っており、その意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための助言・提言を社外役員が行っております。以上のことから、意思決定手続き
の正当性に問題はなく、これらの取引は当社の利益を害することはないと当社の取締
役会は判断しております。

ハ．取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
該当事項はありません。
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③重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

森トラスト保険サービス株式会社 10百万円 100％ 損害保険代理

株式会社チヨダＭＥサービス 30百万円 100％ 電気設備システムの保守保全事業

エムティアイテック株式会社 20百万円 100％ 電気設備工事・電気通信工事

（注） 上記の重要な子会社は全て連結子会社であります。
2024年1月16日付でエムティアイテック株式会社の株式を取得し、子会社といたしました。

④事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（10）対処すべき課題
安定的な収益基盤の維持と、これまで蓄積された内部留保資金を用いた成長投資と配当

による株主還元のバランスをとりながら、将来にわたる企業価値の向上を図ることを重要
課題と認識し、取り組んでまいります。また事業規模の拡大、グループ外顧客獲得のため
の営業強化と人財育成に注力してまいります。
株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。

（11）主要な事業内容（2024年３月31日現在）
① ビル、住宅等のリニューアル工事
② 月極及び時間貸駐車場の運営
③ ビルの運営管理、電気設備システムの保守保全事業
④ 損害保険代理

（12）主要な営業所及び工場（2024年３月31日現在）
① 当 社

本 社：東京都港区虎ノ門五丁目13番１号

② 子会社 森トラスト保険サービス株式会社（本社：東京都港区）
株式会社チヨダＭＥサービス（本社：香川県高松市）
エムティアイテック株式会社（本社：京都府京都市）
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（13）使用人の状況（2024年３月31日現在）
① 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
134（5）名 20名増（−名）

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当
社グループへの出向者を含むほか、人材会社からの派遣社員は除く。）であります。また、臨時雇用
者数は、（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．従業員が前期末に比較して増加した主な理由は、エムティアイテック株式会社が連結子会社になっ
たことによるものです。

② 当社の従業員数
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

30（2）名 −名（2名減） 47.5歳 7年8ヵ月
（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、人材会社

からの派遣社員は除く。）であります。また、臨時雇用者数は、（ ）内に年間の平均人員を外数で記載
しております。

（14）主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）
当社は該当事項はありません。

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2024年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 3,000,000株
（2）発行済株式の総数 1,079,600株
（3）株主数 1,108名
（4）大株主

株 主 名 持株数 持株比率

森トラスト株式会社 574,600株 53.38％

光通信株式会社 80,800株 7.51％

関谷 幸平 31,200株 2.90％

株式会社UH Partners 2 23,200株 2.16％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 17,100株 1.59％

五味 大輔 15,000株 1.39％

楽天証券株式会社 11,100株 1.03％

株式会社SBI証券 10,100株 0.94％

関口 貴士 7,000株 0.65％

桜井 敏一 6,100株 0.57％

（注）持株比率は、自己株式（3,171株）を控除し、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（2024年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 鈴 木 均
森トラスト保険サービス株式会社代表取締役社長
株式会社チヨダMEサービス取締役
エムティアイテック株式会社取締役

取 締 役 矢 部 雅 彦 営業企画部長兼ビル管理事業部長兼駐車場事業部管掌
エムティアイテック株式会社取締役

取 締 役 篠 﨑 延 夫 リニューアル事業部長

取 締 役 安 達 智 一 戸田建設株式会社建築営業統轄部副統轄部長

取 締 役 長 野 幸 司
管理部長
株式会社チヨダMEサービス取締役
エムティアイテック株式会社取締役

取 締 役
常 勤 監 査 等 委 員 阿 部 和 康 株式会社チヨダMEサービス監査役

取 締 役
監 査 等 委 員 井 上 善 雄 株式会社エル・スタッフビジョン代表取締役社長

取 締 役
監 査 等 委 員 奥 村 太久実 むさしの税理士法人代表社員

株式会社ハイデイ日高取締役（監査等委員)

取 締 役
監 査 等 委 員 福 田 実 主

三菱ＨＣキャピタル株式会社法務コンプライアンス部
エグゼクティブ・エキスパート兼事業研究・投資開発
部部長代理

（注）１．取締役安達智一氏、阿部和康氏、井上善雄氏、奥村太久実氏及び福田実主氏は、社外取締役でありま
す。

２．取締役安達智一氏、阿部和康氏、井上善雄氏、奥村太久実氏及び福田実主氏は、東京証券取引所に独
立役員として届け出ております。

３．情報収集の充実を図り、内部監査部門等の十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機
能を強化するために阿部和康氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４．監査等委員井上善雄氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。監査等委員奥村太久実氏は、税理士であり、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。
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（2）当事業年度に係る取締役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針(以下、決定方針という。)を
以下のとおり定めております。その概要は、当社の取締役の報酬は、経営の基本方針に
基づき、持続的かつ安定的な成長と企業価値向上への貢献意欲を高めるものとし、各役
員に求められる役割と責務やその成果に応じた対価として支給するものとする。
報酬等は、固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）のみとするものとする。
また、決定方針の決定方法は、取締役会の決議により、決定しております。

② 取締役(監査等委員である取締役を除く)及び監査等委員である取締役の報酬等について
の株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬限度額は、2022年6月23日開催の第72回定時株主総会において年額
90百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該
定時株主総会終結時点の取締役の員数は５名です。
監査等委員である取締役の報酬限度額は、2022年6月23日開催の第72回定時株主総

会において年額20百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点
の監査等委員である取締役の員数は4名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長鈴木均が取締役(監査

等委員である取締役を除く)の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。その
権限の内容は当社の各取締役(監査等委員である取締役を除く)の報酬等の額又はその算
定方法の決定に関する方針の決定権限となります。これらの権限を同氏に委任した理由
は、各取締役の業績や活動実績をどのように評価し、当該取締役に対してどの程度の報
酬を支給することについては極めて専門的・技術的な判断を要するものであることか
ら、当社の業務内容に関して造詣が深く、各取締役(監査等委員である取締役を除く)の
資質や経営課題への貢献度等を網羅的、俯瞰的に把握している同氏に委任することが適
切であると取締役会は判断いたしました。なお、取締役会は当事業年度に係る取締役の
個人別の報酬の内容について、各取締役(監査等委員である取締役を除く)の業績や活動
実績、経営課題への取り組み等適性に反映していることを確認し、決定方針に沿うもの
であると判断いたしました。
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④ 取締役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる役
員の員数(名)基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

２５
(１)

２５
(１) − − ５

(１)
取 締 役

（監 査 等 委 員）
（うち社外取締役）

７
(７)

７
(７) − − ４

(４)

（注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

（3）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
・社外取締役安達智一氏の兼職先である戸田建設株式会社は、当社との間で業務提携を行
っております。

・社外取締役（監査等委員）阿部和康氏の兼職先である株式会社チヨダMEサービスは、
当社が100％出資している連結子会社であります。

② 当事業年度における主な活動状況
１）取締役会及び監査等委員会への出席状況

取締役会（14回開催） 監査等委員会（13回開催）
出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

取締役 安 達 智 一 14回 100％ −回 −％
取締役

（常勤監査等委員） 阿 部 和 康 14回 100％ 13回 100％
取締役

（監査等委員） 井 上 善 雄 14回 100％ 13回 100％
取締役

（監査等委員） 奥 村 太久実 12回 85％ 12回 92％
取締役

（監査等委員） 福 田 実 主 13回 92％ 12回 92％
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２）取締役会及び監査等委員会における発言状況及び社外取締役が果たすことが期待され
る役割に関して行った職務の概要

発言状況及び社外取締役が果たすことが
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 安 達 智 一

大手建設会社での豊富な経験と業務知識から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行い、取締役会の意思
決定の妥当性及び適正性を確保するための適切な役割を果たしており
ます。また、親会社グループと一般株主との間に利益相反がないよう、
業務執行者から独立した立場から経営の監督を行っております。

取締役
（常勤監査等委員） 阿 部 和 康

森トラストグループ各社の役員であった経験と幅広い知見から、経営
の全般に対し意見を述べるとともに、支配株主等との間における少数
株主の利益に相反する恐れのある取引に関しては、少数株主の保護の
観点から適正な審議を求めるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための助言・提言を行い、当社経営の監督に適切な役
割を果たしております。また、監査等委員会において決裁書類等の調
査結果並びに内部監査について適宜、必要な発言をしております。

取締役
（監査等委員） 井 上 善 雄

金融機関での豊富な経験と財務及び会計に関する知識を活かし、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行い、
当社経営の監督に適切な役割を果たしております。

取締役
（監査等委員） 奥 村 太久実

税理士として税務・財務及び会計に関する専門的な知識を活かし、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行
い、当社経営の監督に適切な役割を果たしております。

取締役
（監査等委員） 福 田 実 主

弁護士としての専門的見地から、当社のコンプライアンス体制の構
築・維持についての助言・提言を行い、当社経営の監督に適切な役割
を果たしております。

③ 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第425条第１項に

規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

④ 当社親会社又は当社親会社の子会社から受けた役員報酬等の額
社外取締役が、当社親会社又は当社親会社の子会社（当社を除く）から、当事業年度

において、役員として受けた報酬等はありません。
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５．会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
（1）被保険者の範囲

当社及び子会社の取締役、監査役の全員が対象となっております。

（2）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で 締結し、被保険者が負担することになる損害賠償金及び訴訟費用の損害を当該保険契
約により填補することとしております。なお、その保険料につきましては全額当社が負担
しております。

６．会計監査人の状況
（1）名称

清陽監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額及び当該報酬等について監査等委員会が同意し
た理由
①公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 17百万円
②公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 −百万円
③当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分
できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載して
おります。

④会計監査人報酬等に監査等委員会が同意した理由
会計監査人から示された報酬は、その単価のほか、会計監査計画上の会計監査に係る

作業項目・内容及び作業時間の見込み等は妥当と判断し、報酬額に同意しております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいず

れかの事由に該当した場合、監査等委員会は監査等委員全員の同意により会計監査人を解任
いたします。また、会計監査人の職務遂行体制、監査能力、専門性等を総合的に勘案して、
当社にとって不十分であると判断したときは、監査等委員会は会計監査人の不再任に関する
議案を株主総会に提出いたします。
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（5）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

７．業務の適正を確保するための体制
（1）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社
の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま
す。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社及び当社の子会社(以下、「当社グループ」という。)の取締役及び使用人の職務執
行が、法令及び定款に適合することを確保するため、企業行動指針、企業倫理規定、コ
ンプライアンス規程等を定め、企業活動の原点として周知徹底を図るものとする。

・取締役会を原則として毎月１回開催することのほか、必要に応じて臨時に開催し、重要
な業務執行に関する意思決定を行うとともに、取締役から職務執行の報告を受け、これ
を監督する。

・監査等委員会は、独立した立場から、当社取締役の職務執行を監査する。
・内部監査部門として社長直属の「内部監査室」を設け、コンプライアンス等の内部管理
体制の適正・有効性を検証し、重要な問題事項があれば、社長・取締役会へ適時に報告
する体制を整備する。

・内部通報制度等を通じて、法令及び定款に違反する行為等を早期に発見・是正する体制
を構築する。

・財務報告の信頼性を確保するために「財務報告に係る内部統制の基本方針」を作成し、
これを遵守するとともに、財務報告に係る内部統制の整備、運用、評価の実効性を確保
するよう努める。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る情報については、保存期間等の管理方法を定めた社内規程に
基づき適切に保存・管理し、取締役は常時これを閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社グループ内外の、損失に結びつく社内外のリスクを識別・分類し、それぞれについ
ての社内規程ないし対応手順と主管部署を定め、リスク発生を防ぐとともにリスク発生
時の損害を最小限にとどめる。

・各取締役は、自らの分掌範囲について、責任を持ってリスク管理を行う。また、重要な
リスクについては、必要に応じて、全社横断的に総合的な対応を図る。
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④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・経営計画において、毎年度の基本的な経営方針・計画を定め、これを軸とした計画・実
施・統制評価のマネジメントサイクルを展開する。

・経営管理に関する社内規程を整備し、各職位の責任・権限や業務の基本的枠組みを明確
にし、迅速かつ適正な意思決定、効率的な業務執行を行う。

・取締役に対して、取締役会の構成・運営・課題・支える体制等について定期的にアンケ
ートを実施し、その結果と内容を分析・評価することにより、取締役会の実効性向上に
向けた改善に取り組む。

⑤ 当社グループ及び親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社グループ会社に関する管理は、「関係会社管理規定」に基づき、計画立案から執行
までを総括的に管理・統制するマネジメントサイクルを展開し、重要な事項について
は、取締役会に報告する。

・当社グループ共通のコンプライアンス等に関する方針のもと、その遵守徹底を図る。
・当社グループの業務の適正を確保するため、当社の内部監査室は子会社の内部統制につ
いて積極的に指導及び助言し、適宜当社の取締役会及び監査等委員会に報告し、当社グ
ループの業務の適正を確保するために努めるものとする。

・当社の子会社の取締役及び使用人は、子会社の業績、重要な業務執行等に関する情報に
ついて、適宜、当社取締役及び主管部門に報告するものとする。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性に関する
事項

・監査等委員会の求めに応じ、内部監査室に属する使用人を、随時、監査等委員の職務の
補助に当らせる。

・監査等委員会を補助する使用人の職務執行については、監査等委員会の指揮命令に従
い、取締役からの独立性を確保する。

・監査等委員会の職務を補助する使用人の人事に関する事項については、監査等委員会の
意見を尊重する。
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⑦ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報
告に関する体制

・監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会な
どの重要な会議に出席するとともに、業務執行に関する重要書類を閲覧し、必要に応じ
て取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は使用人に説明を求める。

・当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、会社に著し
い損害を及ぼす事実があること、又はそのおそれがあることを発見したときは、直ちに
監査等委員会に報告する。

・当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が、監査等委員
会に当該報告をしたことを理由として会社はその者に対して不利益な取扱いを行うこと
を禁止する。

⑧ 監査等委員の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査等委員がその職務の執行について生じる費用については、職務執行に必要でないと
認められる場合を除き、当社が負担するものとする。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・代表取締役と監査等委員との意見交換を定期的に実施し、双方意思の疎通を図るものと
する。

・内部監査室は、内部監査の結果等を定期的に監査等委員会に報告をするなど、緊密な連
携を図り、監査の実効性を高めるための環境整備を行う。

・監査等委員は、関係部署と連携を図りながら、随時情報交換を行い、必要に応じて社内
の会議体に出席できるものとする。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制整備
・当社は企業倫理規程において、当社の全役職員は社会の秩序と安全に脅威となる反社会
的勢力に対して、毅然とした態度で臨み経済的利益は供与しない旨を規定しておりま
す。

・反社会的勢力排除に向けた取組については、法令及び企業倫理に則り対応することが重
要であるとの認識に基づき、対応部署を管理部として関連情報の収集・管理に努めると
ともに、反社会的勢力への対応マニュアルを制定し、業務運営の中で周知徹底を図って
おります。また、顧問弁護士や公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に登録
する等、外部専門機関との連携を強化することによって、必要情報の収集に努めており
ます。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当連結会計年度における上記体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
当社は、従業員、役員に対し、法令・社内規程等の遵守状況を確認し、忠実に職務を

遂行することを誓約するために、「コンプライアンスセルフチェックシート兼誓約書」の
提出を求めております。
当社の取締役会は、取締役９名で構成されており、取締役９名のうち５名は独立社外

取締役であり、取締役会における社外取締役の比率は過半数以上となっており、取締役
会の監督機能の強化を図っております。
子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会におい

て審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めてお
ります。
内部監査室は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の

遵守状況について、各部を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締
役及び監査等委員会に報告しております。
監査等委員である取締役は、毎月開催される取締役会及び経営会議等の重要な会議に

出席し、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握し、取締役会の業務執行の監
督を行っております。また、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時監査等委
員会に加えて適宜臨時監査等委員会を開催し、監査等委員である取締役間の情報共有に
基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提言のとりまとめを行い、内部監査室・会計
監査人と連携しながら取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び使用人の職務の執
行状況を監査・監督しております。

８．会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額、株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表
（2024年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

〔資 産 の 部〕 〔負 債 の 部〕
流動資産 4,371,869 流動負債 713,167
現金及び預金 1,835,769 支払手形及び買掛金 110,735
受取手形、売掛金及び契約資産 263,942 1年内償還予定の社債 10,000
完成工事未収入金 233,124 1年内返済予定の長期借入金 23,282
未成工事支出金 627 工事未払金 235,099
短期貸付金 2,000,000 未払法人税等 119,724
その他 38,406 契約負債 46,485

固定資産 629,218 預り金 11,593
有形固定資産 207,402 賞与引当金 48,620
建物及び構築物 85,201 資産除去債務 3,427
機械装置及び運搬具 5,147 その他 104,199
土地 100,483 固定負債 378,564
その他 16,569 社債 50,000

無形固定資産 206,689 長期借入金 87,951
のれん 205,431 長期預り敷金 93,580
その他 1,258 退職給付に係る負債 113,364

投資その他の資産 215,125 役員退職慰労引当金 13,666
投資有価証券 38,091 資産除去債務 13,100
敷金及び保証金 65,154 その他 6,901
繰延税金資産 91,273 負 債 合 計 1,091,732
長期預金 14,100 〔純 資 産 の 部〕
その他 6,507 株主資本 3,906,732

資本金 1,072,060
利益剰余金 2,846,380
自己株式 △11,708
その他の包括利益累計額 2,622
その他有価証券評価差額金 2,622
純 資 産 合 計 3,909,355

資 産 合 計 5,001,087 負 債 純 資 産 合 計 5,001,087
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
(20232024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売上高 3,790,959
売上原価 2,829,458
売上総利益 961,500

販売費及び一般管理費 523,152
営業利益 438,347

営業外収益
受取利息 9,439
受取配当金 1,100
投資有価証券売却益 2,633
雑収入 792
その他 728 14,694

営業外費用
支払利息 561 561

経常利益 452,481
特別損失

固定資産除却損 679 679
税金等調整前当期純利益 451,801
法人税、住民税及び事業税 177,222
法人税等調整額 △2,994 174,227

当期純利益 277,574
親会社株主に帰属する当期純利益 277,574

記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(20232024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当期首残高 1,072,060 2,611,864 △11,659 3,672,265
当期変動額
剰余金の配当 △43,057 △43,057
親会社株主に帰属する
当期純利益 277,574 277,574

自己株式の取得 △48 △48
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)
当期変動額合計 ― 234,516 △48 234,467

当期末残高 1,072,060 2,846,380 △11,708 3,906,732

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 2,833 2,833 3,675,098
当期変動額
剰余金の配当 △43,057
親会社株主に帰属する
当期純利益 277,574

自己株式の取得 △48
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) △210 △210 △210

当期変動額合計 △210 △210 234,256
当期末残高 2,622 2,622 3,909,355
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 森トラスト保険サービス株式会社

株式会社チヨダMEサービス
エムティアイテック株式会社

連結範囲の変更 当連結会計年度において、エムティアイテック株式会社の株式
全てを取得したため、同社を連結の範囲に含めております。

②主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

③議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなかった会社等の
名称等
該当事項はありません。

④支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財
産又は損益に関する事項
該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。
②持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称等

該当事項はありません。
③議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等の
うち関連会社としなかった会社等の名称等
該当事項はありません。

④持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
該当事項はありません。
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（3）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、総平均法により算
定）
市場価格のない株式等
総平均法による原価法

（ロ）棚卸資産の評価基準及び評価方法
・未成工事支出金
個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
・有形固定資産

当社及び連結子会社は、主として定率法によっております。ただし、1998年４
月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得
した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７〜38年
工具器具及び備品 ３〜15年

・無形固定資産
（ソフトウェア）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③重要な引当金の計上基準
・賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

・役員退職慰労引当金
子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、退職慰労金規程に基づき、当連

結会計年度末要支給額を計上しております。
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④退職給付に係る会計処理方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。

⑤重要な収益及び費用の計上基準
・工事契約

工事契約に関しては、一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の
充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想
される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。なお、工期がごく
短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点
で収益を認識しております。

・駐車場運営管理
駐車場運営管理に関しては、顧客の駐車場施設利用期間にわたり履行義務が充足

されると判断して収益を認識しています。
・施設等保守管理

施設等保守管理に関しては、設備の保守保全作業の期間にわたり履行義務が充足
されると判断して収益を認識しています。

⑥のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却は、その効果の発現する期間を個別に見積り、当該期間にわたり均等償
却しております。



連結計算書類等

― 34 ―

３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保資産（帳簿価額）
建 物 及 び 構 築 物 59,882千円
土 地 36,771千円

計 96,653千円

②担保に係る債務（帳簿価額）
長期借入金（1年内返済予定のものを含む） 45,493千円

計 45,493千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 118,752千円

（3）顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のとおりであります。
受 取 手 形 33,460千円
売 掛 金 135,008千円
契 約 資 産 95,473千円

計 263,942千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 1,079,600株 −株 −株 1,079,600株
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（2）配当に関する事項
①配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年6月27日
定時株主総会 普通株式 43,057 40.00 2023年３月31日 2023年６月28日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年6月25日
定時株主総会 普通株式 繰越利益

剰余金 43,057 40.00 2024年３月31日 2024年６月26日

５．金融商品に関する注記
①金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針
当社グループは、事業計画に照らして、必要な資金を調達することとしており、その調達方

法は資金所要の長短等を踏まえ、決定することとしております。
また、余剰資金については、安定性を重視した運用に限定しており、デリバティブ取引は行

わない方針であります。なお、デリバティブを組み込んだ複合金融商品は、余剰資金の範囲内
で行うこととし、リスクの高い取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、取引先毎の期日管理及び残高管理を行う等の方法により管理しております。
短期貸付金は、親会社に対するものであり、また、短期の貸付であることから、信用リスク

は僅少であると判断しております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関し

ては、上場株式については四半期毎に時価の把握を行うこと等により管理しております。
営業債務である工事未払金、預り金は、１年以内の支払期日であります。
また、営業債務は流動性リスクに晒されております。当該リスクに関しては、各部署からの

報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新すること等により管理しております。
長期借入金は、運転資金の調達を目的として銀行から融資を受けたものであり、変動金利に

よる借入は、金利変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては担当部署が金利の変
動をモニタリングし、金利変動リスクの早期把握を図っております。
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②金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含め
ておりません。（（注）をご参照ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛
金、完成工事未収入金、短期貸付金、支払手形及び買掛金、工事未払金、預り金は短期間で
決済されるため時価が帳簿と近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）投資有価証券
その他有価証券 8,091 8,091 ―

資産計 8,091 8,091 ―
（1）社債
（1年内償還予定の社債を含む） 60,000 59,611 △388

（2）長期借入金
（1年内返済予定の長期借入金を含む） 111,233 109,128 △2,104

負債計 171,233 168,740 △2,492

（注）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 30,000
これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。
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③金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 8,091 ― ― 8,091

資産計 8,091 ― ― 8,091

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
社債 ― 59,611 ― 59,611
長期借入金 ― 109,128 ― 109,128

負債計 ― 168,740 ― 168,740
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。

社債
当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを

加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

６．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しております。

７．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
リニューアル 駐車場 施設等保守管理 保険代理 合計

売上高
顧客との契約から
生じる収益

1,430,991 1,458,894 843,615 57,457 3,790,959

外部顧客への売上高 1,430,991 1,458,894 843,615 57,457 3,790,959

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「重要な収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,631円78銭
（2）１株当たり当期純利益 257円86銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年５月13日
エムティジェネックス株式会社
取締役会 御中

清陽監査法人
東京都港区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 市 俊 也
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 石 倉 郁 男

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、エムティジェネックス株式会社の2023年４月１日から

2024年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エムティジェネックス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

〔資 産 の 部〕 〔負 債 の 部〕
流動資産 3,472,499 流動負債 471,723
現金及び預金 1,141,100 買掛金 107,178
受取手形、売掛金及び契約資産 123,341 工事未払金 183,696
完成工事未収入金 179,533 未払金 18,484
未成工事支出金 627 未払費用 3,367
前払費用 12,852 未払法人税等 94,983
短期貸付金 2,000,000 契約負債 31,835
その他 15,043 預り金 1,914

固定資産 989,910 賞与引当金 17,145
有形固定資産 101,610 資産除去債務 3,427
建物 23,442 その他 9,692
構築物 435 固定負債 118,943
車両運搬具 259 長期預り敷金 94,360
工具、器具及び備品 13,761 退職給付引当金 11,483
土地 63,712 資産除去債務 13,100

無形固定資産 425 負 債 合 計 590,667
ソフトウェア 425 〔純 資 産 の 部〕

投資その他の資産 887,875 株主資本 3,869,119
投資有価証券 38,091 資本金 1,072,060
関係会社株式 766,950 利益剰余金 2,808,768
長期前払費用 2,054 利益準備金 60,330
敷金及び保証金 60,198 その他利益剰余金 2,748,437
繰延税金資産 20,581 繰越利益剰余金 2,748,437

自己株式 △11,708
評価・換算差額等 2,622
その他有価証券評価差額金 2,622
純 資 産 合 計 3,871,742

資 産 合 計 4,462,409 負 債 純 資 産 合 計 4,462,409
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
(20232024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売上高 3,117,280
売上原価 2,362,592
売上総利益 754,688

販売費及び一般管理費 327,847
営業利益 426,840

営業外収益
受取利息 9,427
受取配当金 1,097
投資有価証券売却益 2,633
業務受託料 7,200
雑収入 405 20,763

経常利益 447,603
特別損失

固定資産除却損 679 679
税引前当期純利益 446,924
法人税、住民税及び事業税 148,235
法人税等調整額 △893 147,342
当期純利益 299,581

記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(20232024

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当期首残高 1,072,060 56,024 2,496,219 2,552,244 △11,659 3,612,645
当期変動額
剰余金の配当 △43,057 △43,057 △43,057
利益準備金の積立 4,305 △4,305 ― ―
当期純利益 299,581 299,581 299,581
自己株式の取得 △48 △48
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― 4,305 252,217 256,523 △48 256,474

当期末残高 1,072,060 60,330 2,748,437 2,808,768 △11,708 3,869,119
評価・換算
差 額 等

純資産
合 計そ の 他

有価証券
評価差額金

当期首残高 2,898 3,615,543
当期変動額
剰余金の配当 △43,057
利益準備金の積立 ―
当期純利益 299,581
自己株式の取得 △48
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △275 △275

当期変動額合計 △275 256,198
当期末残高 2,622 3,871,742
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
（イ）子会社株式

総平均法による原価法
（ロ）その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定しております。）
・市場価格のない株式等

総平均法による原価法
②棚卸資産
・未成工事支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ７〜15年
工具器具及び備品 ３〜15年

②無形固定資産
・ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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（3）引当金の計上基準
①賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

②退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
・完成工事高の計上基準

工事契約に関しては、一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に
係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原
価の合計に占める割合に基づいて行っております。なお、工期がごく短い工事契約につい
ては代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま
す。

３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 40,187千円
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①短期金銭債権 2,168,088千円
②長期金銭債権 31,846千円
③短期金銭債務 83,599千円
④長期金銭債務 779千円
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４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①営業取引（収入分） 1,249,587千円
②営業取引（支出分） 962,004千円
③営業取引以外の取引（収入分） 16,619千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 3,151株 20株 ー株 3,171株
変動事由の概要
増加：単元未満株式の買取請求により取得した株式 20株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産
賞与引当金 5,250千円
貸倒引当金 3,073千円
退職給付引当金 3,516千円
未払事業税 5,987千円
未払事業所税 243千円
未払費用 787千円
電話加入権評価損 142千円
投資有価証券評価損 833千円
資産除去債務 5,061千円
その他 319千円

繰延税金資産合計 25,216千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 3,476千円
その他有価証券評価差額金 1,157千円

繰延税金負債合計 4,634千円
繰延税金資産（負債）の純額 20,581千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等、当社と同一の親会社を持つ会社

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

親会社 森トラスト
株式会社

（被所有）
直接
53.50

ビル・住宅等の内装工事
及びリニューアル工事の
請負、建築及び設計施工
監理、駐車場・不動産の
運営管理、業務の委託等

工事の請負 1,234,736 完成工事
未収入金 157,460

駐車場等賃借 920,184 前払費用 2,480
敷金及び保証金 5,820
買掛金 77,374

事務所賃借 28,307 前払費用 1,918
敷金及び保証金 26,025

親会社
株式会社森
トラスト・
ホールディ
ングス

（被所有）
間接
53.50

資金の貸付等
利息の受取 9,419 短期貸付金 2,000,000

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
一般的な市場価格等を勘案して決定しております。なお、資金の貸付については担保は受け入れておりません。

（2）子会社

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社
森トラスト保
険サービス株
式会社

（所有）
直接
100

事務業務の受託等 事務業務の受託 7,200 未収入金 2,371

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
一般的な市場価格等を勘案して決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,596円84銭
（2）１株当たり当期純利益 278円31銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。



計算書類等

― 48 ―

計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年５月13日
エムティジェネックス株式会社
取締役会 御中

清陽監査法人
東京都港区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 市 俊 也
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 石 倉 郁 男

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、エムティジェネックス株式会社の2023年４月１

日から2024年３月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を
講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第74期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並

びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締役及び会計監査人並び
に使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠した当期の監査の方針、職務の分担等に従い、会社
の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項
の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及び理由
については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さな
いように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及び
その理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人清陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人清陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月13日

エムティジェネックス株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 阿 部 和 康 ㊞
監査等委員 井 上 善 雄 ㊞
監査等委員 奥 村 太 久 実 ㊞
監査等委員 真 貝 実 主

(福田実主の戸籍上の氏名)
㊞

(注) 監査等委員阿部和康、井上善雄、奥村太久実及び福田実主は、会社法第2条第15号及び第331条第6
項に規定する社外取締役であります。

以 上



地下鉄都営三田線　内幸町下車　Ａ２番出口　徒歩1分
東京メトロ銀座線　新橋下車　　７番出口　　徒歩5分
地下鉄都営浅草線　新橋下車　　７番出口　　徒歩5分
ＪＲ　　　　　　　新橋下車　　日比谷口　　徒歩5分
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第74回定時株主総会会場ご案内図
会 場 東京都港区新橋一丁目18番１号

航空会館 ５階会議室

会場の場所柄駐車場をご用意できませんので、勝手ながらお車でのご来場
は、ご容赦賜りたくお願い申し上げます。


